
報告第　 号　・　第　　 号　説明資料

健全化判断比率及び資金不足比率について

◎ 令和４年度決算に基づく仙北市の健全化判断比率　（報告第7号関係）

（単位：％）

＜早期健全化基準＞

＜財政再生基準＞

○ 実質赤字比率

＜実質赤字比率＞　一般会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率 

＜算定方法＞

令和４年度決算額

（単位：千円）

[注]決算統計の基準により算出するため、決算書とは異なることがあります。

（Ａ）令和４年度一般会計実質収支額 千円

（Ｂ）令和４年度標準財政規模  (標準税収入額等＋普通交付税額＋臨時財政対策債発行可能額) 千円

実質赤字比率　（実質収支額が黒字の場合は負数表記）　　　（Ａ） ÷ （Ｂ）  ％

実質公債費比率

早期健全化基準

健全化判断比率

令和５年第４回仙北市議会定例会 7

区　分 実質赤字比率 連結実質赤字比率

一般会計

将来負担比率

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（以下「健全化法」といいます。）が平成
21年４月１日から全面施行（財政指標に関する規定は平成20年４月１日に施行されまし
た。）され、この法律により地方公共団体は、毎年度、実質的な赤字や外郭団体を含めた実
質的な将来負担等に係る指標（以下「健全化判断比率」といいます。）と公営企業ごとの資
金不足率（以下「資金不足比率」といいます。）を議会に報告し、公表することとされてい
ます。（健全化法第３条第１項及び第22条第１項）
　仙北市の令和４年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率は以下のとおりです。
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( 13.11 ) ( 18.11 ) ( 25.0 ) ( 350.0 ) 
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翌年度に繰り
越すべき財源

実質収支額

－

財政再生基準 ( 20.00 ) ( 30.00 ) ( 35.0 ) 

区　分

　実質赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率のいずれかが「財政再生基準」以上である
場合には、議会の議決を経て「財政再生計画」を定め、速やかに、これを公表するとともに、県知
事を経由して総務大臣に報告しなければならない。財政再生計画については、議会の議決を経て県
知事を通じて総務大臣に協議し、その同意を求めることができ、同意を得ないときは、災害復旧事
業費の財源とする場合を除き、地方債をもってその歳出の財源とすることができない。

22,614,873 22,063,488 551,385 19,391

　健全化判断比率のいずれかが「早期健全化基準」以上である場合は、議会の議決を経て「財政健
全化計画」を定め、これを公表するとともに、県知事に報告しなければならない。
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531,994

11,582,738

-4.59
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○ 連結実質赤字比率

＜連結実質赤字比率＞　全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

＜算定方法＞

令和４年度決算額　【一般会計・公営事業会計（法適用公営企業以外）】 （単位：千円）

令和４年度決算額　【公営企業会計（法適用公営企業）】 （単位：千円）

（Ｃ）令和４年度連結実質収支額　　　（a） ＋ （b） 千円

（Ｂ）令和４年度標準財政規模  (再掲) 千円

連結実質赤字比率　（連結実質収支額が黒字の場合は負数表記）　　　（Ｃ） ÷ （Ｂ）  ％

○ 実質公債費比率

＜実質公債費比率＞　一般会計が負担する実質的な公債費の標準財政規模に対する比率

＜算定方法＞

　決算統計（令和２年度決算～令和４年度決算）等のデータを基礎として算定 （単位：千円）

起債元利償還金

　－　起債繰上償還額等

　－　起債償還特定財源

　＋　公営企業債償還財源繰入金

　＋　一部事務組合償還財源負担金

　＋　公債費に準ずる債務負担行為

　＋　一時借入金の利子

　－　普通交付税算入公債費等　（Ｅ）

標準税収入額等

　＋　普通交付税額

　＋　臨時財政対策債発行可能額

　－　普通交付税算入公債費等　（Ｅ）（再掲）

※３カ年平均は小数第2位切捨

計　　（Ｇ）

歳出総額歳入総額

一般会計

区　分

国保特別会計事業勘定

〃　神代診療施設勘定

解消可能資
金不足額

531,99422,063,48822,614,873 19,391

実質収支額
（Ｄ）

翌年度に繰り
越すべき財源

159,1052,862,956 2,703,851 159,105 0

9392,129 92,036 93 0

後期高齢者医療特別会計 1348,291 348,290 1 0

0

0

介護保険特別会計 195465,990 465,795 195 0

計 （a） 691,388

区　分 流動資産等 算入地方債

事　　　項 令和３年度 令和２年度令和４年度

仙北市病院事業会計 707,589 340,000 

仙北市下水道事業会計 234,113 0 

2,153,381 

計

4,746 

215,777 

85,809 

0 0 0 

804,578

11,582,738

-6.94

918,233 992,333 805,227 

▲ 56,031 ▲ 74,969 ▲ 42,970 

3,469 3,465 675 

18,848 9,829 17,798 

636 695 45 

▲ 2,155,559 ▲ 2,121,617 ▲ 2,110,658 

計　　（Ｆ） 814,026 888,890 823,498 

3,493,946 3,556,841 3,598,574 

8,225,368 7,906,096 7,872,603 

432,408 339,811 111,561 

8.6

▲ 2,155,559 ▲ 2,121,617 ▲ 2,110,658 

9,996,163 9,681,131 9,472,080 

実質公債費比率　（単年度）　（Ｆ）÷（Ｇ）　　％ 8.14338 9.181688.69395

実質公債費比率　（３カ年平均）　　％

148,304

113,190

0

歳入歳出
差引額

551,385

資金不足額
・剰余額（Ｄ）

▲ 621,962

476,704

0 

0 

解消可能資金
不足額

340,000

2,084,430 2,079,154 

流動負債等

1,329,551 

（ｂ）　

仙北市温泉事業会計 114,890 

仙北市水道事業会計 692,481 

110,144
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〇 将来負担比率

＜将来負担比率＞　一般会計が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

＜算定方法＞
（単位：千円）

地方債の現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額

組合負担等見込額

退職手当負担見込額

設立法人の負債額等負担見込額

連結実質赤字額

組合連結実質赤字額負担見込額

充当可能基金

充当可能特定歳入

基準財政需要額算入見込額

※将来負担比率は小数第2位切捨

事　　　項 金　額

将来負担額

22,569,405 

0 

2,127,280 

0 

0 

充当可能
財源等

3,103,019 

327,119 

23,380,281 

計　　　（Ｉ）

0 

計　　　（Ｈ）

103.0

11,582,738 

将来負担比率　（ (Ｈ) － (Ｉ) ） ÷ （ (Ｂ) － (Ｅ) ）　　％

2,110,658 

26,810,419 

標準財政規模（再掲）　　　（Ｂ）

普通交付税算入公債費等（再掲）　　　（Ｅ）

36,567,401 

11,870,716 

0 
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◎ 令和４年度決算に基づく　仙北市の資金不足比率　（報告第8号関係）

（単位：％）

[注]資金不足額が生じていない場合、資金不足比率は「－」で表記しています。

＜経営健全化基準＞

○ 資金不足比率

＜資金不足比率＞　資金不足額の事業規模に対する比率

＜算定方法＞

令和４年度決算額　（公営企業会計）
（単位：千円、％）

[注]資金不足額が生じていない場合、資金不足比率は「－」で表記しています。

※資金不足比率は小数第2位切捨

仙北市病院事業会計

特別会計の名称

仙北市下水道事業会計 148,304

仙北市温泉事業会計

176,155 0 176,155 

仙北市水道事業会計 476,704 346,154 0 

仙北市下水道事業会計

仙北市温泉事業会計

受託工事収益
（ｄ）

事業の規模
（ｃ）－（ｄ） （Ｊ）

17.1

資金不足比率

- ( 20.0 ) 

経営健全化基準

-

資金不足比率
（Ｄ）÷（Ｊ）

-

110,144 27,957 0 27,957 

17.1

営業収益
（ｃ）

-

仙北市病院事業会計 ▲ 621,962 3,620,533 0 3,620,533 

346,154 

-

　資金不足比率が「経営健全化基準」以上である場合には、議会の議決を経て「経営健全化計画」
を定め、これを公表するとともに、県知事に報告しなければならない。

仙北市水道事業会計

( 20.0 ) 

区　分
資金不足額

・剰余額（再掲）
（Ｄ）

( 20.0 ) 

( 20.0 ) 

-
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